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1987年以降の韓国労働市場の構i造変化と労使関係＊

　　　　　　　一製造業男子生産労働者を中心に一

横　田　伸　子

1．問題の提起

　韓国の労働経済は，過去2回にわたって大きな転換点を経過したといえ

よう。

　第一の転換点は1987年の労働者大闘争である。6・29民主化宣言直後の7

－一　9月の3ヶ月間に労働争議が韓国全土で同時多発し，その数は3，749件に

ものぼった。これを契機に，1960～70年代の20年余りにわたる開発年代の，

低賃金・長時間労働・不安定就労及び労働三権の全面的否定に象徴される

権威主義的な労使関係が激しく動揺した。また，これ以降，慢性的な労働

力不足という労働側に圧倒的に有利な条件の下，韓国の労働運動は，大闘

争の中心勢力であった重化学工業・大企業（財閥企業）・男子生産労働者の

企業別組合によって強力に主導されることになる。この結果，80年代半ば

頃から大企業において形成され始めていた内部労働市場がさらに深化し，

高賃金・長期雇用を特徴とする大企業と低賃金・不安定就業で表わされる

中小企業の労働市場が分断された1）。

　第二の転換点は，いわゆる「IMF経済危機」である。1997年，タイに端

＊本稿は1998年度山口大学教育特別経費による，研究プロジェクト「東アジアの通貨・

金融危機と三極化（米・欧・アジア）する世界経済の展望に関する研究」の成果の一

部である。

1）1980年代における韓国の労働市場構造の変化，特に大企業における内部労働市場の

形成については拙稿（1994）「韓国における労働市場の構造変化」（『アジア経済』第35

巻第10号，アジア経済研究所）を参照のこと。
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を発した東アジア通貨危機が韓国にも波及し，一挙に大量の海外資本が流

出したことにより外貨保有高は激減し，対外債務の償還が困難になった。

これにともない，金利の急騰及び株価の急落が起こり，同年12月韓国政府

はIMFに特別緊急融資を要請することになった。　IMFの緊縮政策，自由化

政策を内容とするコンディショナリティーを受け入れることによって，韓

国はそれまでの高成長基調から低成長あるいはマイナス成長を余儀なくさ

れ，80年代後半から続いた高成長・低失業という労働運動に有利な条件は，

低成長・高失業という絶対的に不利な条件へとドラスチックに変化した。

こうした状況の中で，労働側は，一種の社会的合意機構である「労使政委

員会」を通じて，整理解雇制の導入や勤労者派遣制度の大幅規制緩和とい

った，雇用の不安定化をまねくばかりか，労働者の生存自体をも脅かすよ

うな労働市場の柔軟化政策を次々と受け入れさせられていった。

　本稿では，労働者大闘争以降，一時は現場統制力までも掌握するにいた

った大企業を中心とする労働組合運動が，「IMF経済危機」に見舞われて，

それまで獲得した安定雇用や高賃金といった成果をなぜ易々と手放さざる

を得なかったのかについて，労働市場の構造変化を見ることで考察する。

特に，1990年代以降の国家と企業の新たな労働統制の展開によって，大企

業労働者の団結が寸断され，労働者が内部労働市場という形をとって個々

別々に企業に包摂される過程を跡付けたい。同時に，主にこうした大企業

の正規労働者によって構成される中核労働者層が生じるのと裏腹に，内部

労働市場に囲い込まれない中小企業労働者や非正規労働者のような周辺労

働者が分厚く形成されてきた。ここでは，この両側面から韓国の労働市場

構造の変化を分析する。

II．労働者大闘争以降の雇用構造の変化（1988～98年）

　まず，マクロ資料で労働者大闘争から「IMF経済危機」までの雇用構造

の変化について見てみたい。
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〈表1＞1988～97年の雇用状況の変化
（単位　千人，％）

1988 1992 1996 1997 平均増加率
（1988～97）

1998

経済成長率 11．3 5．1 7．1 5．5 7．3 一 5．8
一一一一一一一一一一一一阿一旧一一一F－R一一m＿一＿＿ 一一一一一一一一一一一 一一一一■一一帽一一一 一辱P門”皿一　　一一 一一一一一一一一一一圏 一－一一一一一一｝椚門胴一一一一一一 一一一一一一湘■一一一r

（全体）

15才以上の人口 29，602 31，898 34，182 34，736 1．8 35，243
労働力人口 17，305 19，426 21，188 21，604 2．5 21，390
（労働力率） 58．5 60．9 62．0 62．2 60．7

就業者 16，870 18，961 20，764 21，048 2．5 19，926

失業者 435 465 425 556 2．8 1，463
（失業率） 2．5 2．4 2．0 2．6 6．8

非労働力人口 12，298 12，472 12，994 13，132 0．7 13，853
（男子）

15才以上の人口 14，294 15，397 16，590 16，870 1．9 17，132

労働力人口 10，414 11，627 12，620 12，761 2．3 12，883
（労働力率） 72．9 75．5 76．1 75．6 75．2

就業者 10，099 11，322 12，330 12，409 2．3 11，896

失業者 315 305 290 352 1．2 986
（失業率） 3．0 2．6 2．3 2．8 7．7

非労働力人口 3，880 3，700 3，969 4，109 0．6 4，249
（女子）

15才以上の人口 15，308 16，501 17，593 17，866 1．7 18，111

労働力人口 6，891 7，799 8，568 8，843 2．8 8，507
（労働力率） 45．0 47．3 48．7 49．5 47．0

就業者 6，771 7，639 8，434 8，639 2．7 8，030

失業者 120 160 134 204 6．1 477
（失業率） 1．7 2．1 1．6 2．3 5．6

非労働力人口 8，418 8，702 9，025 9，023 0．8 9，604

出所：韓国労動研究院『1999唱KLI上手筈対1』より作成。

　〈表1＞によれば，1988年から経済危機直前の1997年まで，年平均7．3％

という高度経済成長の下，労働力人口は1，730万5千人から2，160万4千人

へと10年間で430万人も増え，年平均2．5％ずつ増加したことがわかる。特

に，女子の労働力率の伸びが顕著で，男子のそれが1988年72．9％から1997

年75．6％と2．7ポイントの増加にとどまったのに対し，女子は同期間45．0％

から49．5％へと4．5ポイントもの急速な増大を見せている。これとともに女

子就業者数も急激に伸びており，1988年677万1千人から1997年863万9千

人へと186万人，年平均2．7％も増加し，男子の年平均就業者増加率2．3％を

上回っている。
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　また，失業率は，1988～97年の10年間を通して，全体で2％台と低率で，

経済危機をむかえた1997年ですら2．6％にすぎない。もっとも，1997年に女

子の失業者数及び失業率がそれぞれ前年の13万4千人，1．6％から20万4千

人，2．3％に急増したのは，97年の経済危機に直面して女子労働者の解雇及

び退職による雇用調整が真っ先に行われたためであろう。

　1998年になると，高度成長は一変して一5．8％とマイナス成長に転じ，失

業率も2％台から一挙に6．8％にまではね上がる。ところが，男女ともに失

業率は急激に高まっているが，女子の場合，失業者よりも非労働力人口が

大きく増えており，求職活動すらあきらめた「失望失業」が急増したこと

を示している。

　このように，1988年から97年の10年間は高成長・低失業と特徴づけるこ

とができるのに対し，経済危機の98年以降は低成長・高失業へと急激に逆

転している。

　労働者大闘争以降10年間の高成長・低失業の背景には，1986～89年の三

低景気（ウォン安，金利安，石油安）を引き金にして始まる深刻な労働力

不足状況がある。まず，〈表2＞で求人倍率を見ると，1987年から96年まで

ほとんど2倍以上を上回っており，求職者数に対して求人者数が圧倒的に

〈表2＞求人・求職数及び求人倍率の推移
（単位：人，％）

求人者数 求職者数 求人倍率

1987 270，693 98，488 2．75

1988 243，798 73，038 3．34

1989 187，022 68，165 2．74

1990 177，162 63，612 2．79

1991 170，435 69，869 2．44

1992 153，211 79，769 1．92

1993 125，714 72，975 1．72

1994 145，975 65，172 2．24

1995 130，360 51，559 2．53

1996 153，764 86，585 1．78

1997 175，429 174，257 1．01

1998 297，712 1，416，782 0．21

資料：韓国労動部中央雇用情報管理所『求人・求職喫就業動向』各号より作成。
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〈表3＞事業体規模別労働力不足率の推移
（単位：％）

全規模 1規模 II規模 III規模 w規模 V規模
（10～29人） （30～99人） （100～299人） （300～499人） （500人以上）

1985 1．75 1．50 1．97 2．40 1．60 1．30

1986 2．30 2．00 2．53 2．93 1．81 1．89

1987 3．29 3．44 3．71 4．02 2．69 2．50

1988 3．54 4．98 4．75 3．86 2．47 2．03

1989 3．21 5．26 4．40 3．48 2．64 1．54

1990 4．34 7．98 5．08 4．70 3．33 1．78

1991 5．48 7．78 7．17 6．49 4．87 2．25

1992 4．26 4．81 4．76 6．30 3．48 2．14

1993 3．62 4．37 5．03 4．21 2．21 1．66

1994 3．57 5．75 4．40 3．76 L89 1．33

1995 3．71 5．82 3．97 4．23 2．17 1．38

1996 2．98 4．25 3．45 3．15 1．72 1．49

1997 2．44 3．67 2．91 2．66 1．41 0．83

1998 0．65 1．16 0．75 0．67 0．32 0．06

注：1）10人以上の事業体の常用労働者が調査対象であり、各年度の3月末を基準

　　　にした。

　　2）不足率＝不足労働者数÷現在の労働者数×100

出所：韓国労動部『土暑閤李皇暑脅王朴旦ヱス刊各年版より作成。

多かったことがわかる。しかし，これとは対照的に，98年には求職者数が

前年度の7倍以上に膨れ上がり，求人倍率も0。21と，「IMF経済危機」とと

もに突然，求人難から激しい求職難に陥っている。

　次に，〈表3＞で事業体規模別労働力不足状況を見ると，全規模計で1987

年から96年まで年平均3．8％もの高い労働力不足率を示している。しかし，

同期間，従業員500人以上の大企業のみ労働力不足率が1～2％台，年平均

1．8％と目立って低率で推移しているのに対し，中小企業では100人未満の

零細・小企業を中心に4～7％台にまで達している。つまり，表面上，大

企業では労働力不足はさほど深刻ではなく，むしろ中小企業で労働力不足

が問題となっていたことがわかる。さらにこれを職種別で見てみると，専

門・技術職や，事務管理職の不足状況は常に1％前後と微々たるものであ

った2）のに，〈表4＞が示すように，生産労働者の労働力不足が非常に顕著

2）韓国労動部『上暑閤今且暑脅王朴旦ヱ刈　（労働力需要動向調査報告書）』。
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〈表4＞生産労働者の規模別労働力不足率の推移
（単位：％）

全規模 1規模 II規模 III規模 N規模 V規模
10～29人 30～99人 100～299人 300～499人 500人以上

1986 3．20 3．21 3．69 4．16 2．40 2．35

1987 4．79 6．18 5．94 5．84 3．48 3．22

1988 5．24 1022 7．79 5．36 3．57 2．63

1989 4．92 9．71 7．46 4．99 3．87 2．12
1990 6．85 15．24 8．93 7．07 5．16 2．26

1991 9．07 15．32 12．58 10．25 7．86 3．29
1992 6．76 7．87 7．44 10．40 5．72 3．21

1993 6．04 7．89 8．07 7．90 3．70 2．56

1994 5．64 10．03 7．56 5．95 2．55 1．67

1995 5．80 9．64 6．62 6．82 2．87 1．63

1996 4．80 8．13 5．65 4．73 3．13 2．03

1997 3．88 5．63 5．07 4．48 2．22 1．23

1998 1．04 1．69 1．29 1．27 0．52 0．12

出所：〈表3＞と同じ。

であった。しかも生産労働者においても，大企業の労働力不足率は2～3

％前後と持続的に低率であるのに対し，中小企業では最高で10～15％もの

非常な高率をマークしており，両者はより鋭い対照性を見せている。しか

し，ここでも98年になると状況は一変している。全規模・全職種計で労働

力不足率は1％を切り，生産労働者だけでも全規模計で1．04％となってお

り，労働力不足から一気に労働力過剰状態に移っていることがわかる。

　1980年代後半から経済危機iにいたるまでの約10年間，高成長と慢性的な

労働力不足状況の中で，企業の労働費用は急速に上昇していった。特に賃

金の上昇は著しく，88年から97年の聞に名目賃金は，非農業全産業で年平

均14．3％，製造業で同15．1％も上昇した。また，実質賃金においても，非

農業全産業で年平均7．6％，製造業で同8．4％も上昇している3）。

　このような労働費用の上昇はただちに企業経営を圧迫し，これに対し企

業側は，一つの方策として大企業を中心に労働力の柔軟性を高めようとし

た。すなわち，臨時職，パートタイム，契約社員，派遣労働者，在宅就労

3）韓国労動研究院『1999望KLIと号暑刈（1997年KLI労働統計）』p．37。
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〈表5＞従事上の地位別就業者の推移
（単位：千人，％）

1988 1992 1996 1997 年平均増加率

1988－97
1998

（全体） 16，869（100。0） 18，962（100．0） 20，764（100．0） 21，047（100．0） 2．5 19，994（100．0）

幣”P－一一一一一一曽曽門脚PP P■F一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一 一一一一　一　一一　一　一　一一＿一一顧r胃一一一一一一一一囲糊一

常用労働者
一一一一一一一一一一一一一一一一

5，348（31．7）
一一一一一一一一一一一一一一一

6，581（34，7） 7，377（35．5） 7，133（33．9） 3．3 6，457（32．3）

臨時職労働者 2，766（16．4） 3，214（17．0） 3，869（18．6） 4，204（20．0） 4．8 3，998（20．0）

日雇い労働者 1，496（8．9） 1，772（9．3） 1，797（8，7） 1，890（9．0） 2．6 1，735（8．7）

自営業主 5，093（30．2） 5，410（28．5） 5，798（27．9） 5，950（28．3） 1．7 5，776（28．9）

無給家族従事者 2，167（12．8） 1，983（10．5） 1，923（9．3） 1，869（8．9） 一 1．6 2，028（10．1）

偶子） 10，099（100．0） 11，322（100．0） 12，330（100。0） 12，409（100．0） 2．3 11，910（100．0）

｝一一一一一　一一一一胴一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一 一　一　一　　　　　一一一一一一旧一一r一一一一一一一曽一齢“P

常用労働者
一一一一一一一一一一一一一一一一

3，978（39。4）
一一一一一一一　曽一■一旧曹酬

4，774（42．2） 5，333（43．2） 5，169（41．7） 3．0 4，856（40，8）

臨時職労働者 1，369（13．6） 1，462（12．9） 1，694（13．7） 1，850（14．9） 3．4 1，755（14．7）

日雇い労働者 795（7．9） 936（8．3） 986（8．0） 1，019（8．2） 2．8 887（7．4）

自営業主 3，638（36．0） 3，911（34．5） 4，121（33．4） 4，187（33．7） 1．6 4，203（35．3）

無給家族従事者 318（3．2） 239（2．1） 196（1．6） 183（1．5） 一 6．0 209（1．8）

（女子） 6，771（100．0） 7，639（100．0） 8，434（100．0） 8，639（100．0） 2．7 8，084（100，0）

一幽一一一一曽曹冒開P－一一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一 一＿＿＿一一一囚r一Rr－一一 一一一一圏曽謄P－一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一 一　一謄層需需櫓冊需一門隔PF謄”

常用労働者 1，370（20，2） 1，807（23．7） 2，045（24．2） 1，964（22．7） 4．1 1，601（19．8）

臨時職労働者 1，397（20．6） 1，753（22，9） 2，174（25．8） 2，355（27．3） 6．0 2，244（27．8）

日雇い労働者 700（10．3） 836（10．9） 811（9．6） 871（10．1） 2．4 848（10．5）

自営業主 1，455（21．5） 1，499（19．6） 1，676（19．9） 1，763（20．4） 2．2 1，573（19．5）

無給家族従事者 1，849（27．3） 1，744（22．8） 1，727（20．5） 1，686（19．5）
一
1．0 1，819（22．5）

資料：韓国統計庁『碧刈書暑処子屯旦』各年版より作成。

などといった非正規労働者とよばれる多様な雇用形態で，労働者の一部を

雇用したのである。非正規労働者の大部分は，採用任期が短期間に限られ

ており，退職金，賞与なども受けられないため，こうした労働者の拡大は

労働市場の柔軟性を高めると同時に，企業の賃金費用を縮小させるのに大

きな役割を果たす。

　公刊されている資料では，非正規労働者の正確な規模の変化は把握でき

ないが，大まかに常用労働者を正規労働者，臨時職労働者を非正規労働者

とみて，〈表5＞で従事上の地位別就業者数及び構成比の推移を追ってみた

い。1988～97年の常用労働者数及び構成比は，それぞれ534万8千人，31．7

％から713万3千人，33．9％に増えたのに対し，臨時職労働者は，それぞれ

276万6千人，16．4％から420万4千人，20．0％ともっと拡大している。した

がって，常用労働者の年平均増加率3．3％を臨時職労働者の4．8％が大きく
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上回っているばかりか，従事上の地位を異にする他の就業者と比べてその

伸び率がとびぬけて高い。ここからも非正規労働者の急激な拡大が見てと

れる。

　前で見た女子労働者の増加も，こうした非正規労働者の拡大によるとこ

ろが大きい。〈表5＞で従事上の地位別・性別就業構造の推移を見ると，男

子労働者は4割前後が常用労働者で，臨時職労働者は15％にも満たない。

これとは対照的に，女子労働者のうち常用労働者は20～24％程度にすぎな

いが，臨時職労働者は88～97年に20．6％から27．3％に膨らみ，年平均6．0％

の割合で全労働者中一番速く増大している。故に，97年末の経済危機到来

に際して，これらの非正規女子労働者が最初に雇用調整の対象にされたの

は想像に難くない。不況のまっただ中の98年には，女子常用労働者が，97

年に比較して絶対数及び構i成比をそれぞれ196万4千人，22．7％から160万

1千人，19．8％へと大きく減じる一方，臨時職労働者がむしろ構成比を27．

8％とわずかながらも伸ばしている。女子常用労働者が一旦解雇された後，

非正規労働者として雇用される傾向が強まっていることを示唆している。

III．労働市場の構造変化

　本節では，これまで見てきた1987年以降の雇用構造の変化に相応して，

製造業男子生産労働者の労働市場構造がどのように変わったのかを，主に

マクロ資料を用いて分析する。80年代半ば頃から大企業において内部労働

市場の形成が始まり，87年の労働者大闘争を経て大企業と中小企業の間で

賃金水準や雇用の安定性など労働条件で格差が拡がり，両者の労働市場の

分断が進んだ。ここでは，期間を90年代にまで延長し，大企業と中小企業

の労働市場構造の変化を跡付けたい。

　まず，労働条件の格差をもっともよく表わす賃金格差を見てみよう。1980

年代前半から97年までの製造業男子生産労働者の規模別賃金格差の推移を，

従業員10～29人（以後1規模とする）の小企業の賃金を100．0として，他規
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〈表6＞製造業男子生産労働者の企業規模別賃金格差の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ウォン／月，％）

1982年 1986年 1990年
賃　金 賃　金 上昇率 賃　金 上昇率

1規模（10～29人）

II規模（30～99人）

III規模（100～299人）

IV規模（300～499人）

V規模（500人以上）

185，249（100．0）

195，519（105．5）

204，835（110．6）

228，218（123．2）

249，270（134．6）

247，498（100．0）

263，717（106．6）

292，539（118．2）

318，328（128．6）

351，480（142．0）

8．4

8．7

10．7

9．9

10．3

448，525（100．0）

503，594（112．3）

574，813（128．2）

648，612（144．6）

751，835（167．6）

20．3

22．8

24．1

26．0

28．5

1994年 1997年
賃　金 上昇率 賃　金 上昇率

1規模（10～29人）

II規模（30～99人）

III規模（100～299人）

W規模（300～499人）

V規模（500人以上）

　　885，706（100．0）

　　913，631（103．2）

1，054，253（119。0）

1，107，117（125．0）

1，317，935（148．8）

24．4

20．4

20．9

17．7

18．8

1，158，420（100．0）

1，189，597（102．7）

1，367，620（118．1）

1，562，132（134．9）

1，883，646（162．6）

7．7

7．6

7．4

10．3

10．7

注1）賃金＝所定内賃金＋所定外賃金＋賞与／12

注2）上昇率は年平均上昇率。

資料）韓国労動部『賃金基本統計調査報告書』原資料テープ各年版より作成。

模の企業の賃金を指数化したのが〈表6＞である。これによると，労働者

大闘争以前の82年には，もっとも賃金の高い従業員500人以上の大企業（以

後V規模とする）ですら134．6と，大企業と小企業の賃金格差は35％程度で

しかない。86年には，両者の差は42．0％と若干ひらくが，依然としてそれ

ほど大きな賃金格差とはいえない。また，大企業と従業員100～299人（以後

III規模とする）の中企業との差は，82年，86年ともに20％程度でごくわずか

であった。

　大企業と中小企業の格差拡大の決定的な契機となったのが，1987年の労

働者大闘争である。これ以降，韓国の労働運動は，高成長・低失業という

客観的に有利な条件の下，重化学工業・大企業（財閥企業）・男子生産労働

者の企業別労働組合の主導4）で強力に展開され，賃金引き上げ等労働条件

4）1989年12月31日現在で，300人以上の大企業の労働組合組織率は55．4％であるのに対

　し，100～299人の中企業で36．5％，10～49人の小企業ではわずか1．5％にすぎない。こ

　こからも，労働者大闘争以降の労働運動が大企業の企業別組合に主導されたことがわ

　かる。
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の改善にその重点が置かれた。この結果，労働組合の組織率が19．8％とピ

ー クに達した直後の90年には，全体として高い水準で賃金は上昇している

ものの，86～90年の年平均上昇率が1規模の小企業の20．3％に対しV規模

の大企業で28．5％にも上り，1規模とV規模の賃金格差は約70％近くにま

で拡がった。III規模の中企業の上昇率も，1規模の小企業より高いが，や

はりV規模の大企業にはついていけず，両者の格差は30．8％に拡大してい

る。

　しかし，1990年代に入ると，後に述べるように政府と大企業による労働

統制の巻き返しが図られるとともに，中小企業を中心に労働力不足が極端

に深刻化したため（〈表4＞参照），大企業での賃金引き上げが抑制される一

方で，中小企業では比較的順調に賃金が上がった。94年を例に取ってみる

と，90～94年の賃金の年平均上昇率は1規模の小企業がもっとも高く24．4

％であったが，V規模の大企業では18．8％の伸びにとどまった。故に賃金

格差も最高のV規模と最低の1規模の問で48．8％に，V規模とIII規模の間

で25．0％に縮小し，数字の上では，87年以前の，労働市場が画然と分断さ

れていない状況に類似している5）。

　不況に突入する1997年には，様相が激しく変わる。全体として賃金上昇

率が大きく低下しているが，とりわけIII規模以下の中小企業で落ち幅がき

わめて大きいため，大企業と中小企業間の賃金格差が再び拡大し，1規模

とV規模問の差が62．6％と拡がった。それだけでなく，III規模の中企業と

V規模の差が37．7％と4割近くにもなっており，過去最大をマークしてい

る。

　それでは，こうした企業規模別の賃金格差の変化にともない，労働者の

規模別・勤続年数別構成比はどのように変わったのだろうか。〈図1＞で製

5）1987年以前，特に80年代前半までは，未熟練，半熟連労働者が韓国の生産労働者の

大部分を占め，労働市場は大企業と中小企業の区別がつけにくく，流動性の高い単一

労働市場を形成していたと考えられる（拙稿「韓国の『都市下層』と労働市場」「大原

社会問題研究所雑誌』No464，1997年7月を参照）。したがって，数字の上では類似性を

見せても，労働市場の構造は後述するように全く違うものに変容している。
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〈図1＞製造業男子生産労働者の規模別・勤務年数別構成比（1982年）

　　　　　　　　　　　　　　（その1）

～

、．e－’1規模

　　　　　叉
　　　　！4～
　　！／　旗
t／／　　　k
　　　　　　曳
　　　　　　、
　　　　　　＼

駆ヒーIII規模

1年未満　　1～2年　　3～4年　　5～9年　10～14年　15年以上

　注）1規定…従業員10～29人規模事業体
　　　III規定…従業員100～299人規模事業体

　　　V規定…従業員500人以上規模事業体

（出所）韓国労働部『望量子王71暑暑刈王朴旦ヱ刈』各年版より作成
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．e－V規模

＼4－III規模
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　　＼
　　　＼
　　　　＼
　　　　　＼

ヒ1規模

（1994年）
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（1997年）

　ハ
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／

4＿－V規模

　4－III規模

　＼＼
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　　　　　＼＼

▽・規模
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一
16－（340） 第58巻　第3号

造業男子生産労働者の規模別・勤続年数別構成比の推移を見ると，1982年

では，1規模の小企業，III規模の中企業，　V規模の大企業で勤続年数2年

以下の短期勤続者が44～70％を占め，それぞれ程度の差こそあれ，勤続年

数の短い未熟練・半熟練労働者が労働力の主要部分を構成している。一方，

勤続年数10年以上の中堅労働者は，大企業でも7％にも満たず，1規模，

III規模では4％以下で微々たるものである。中小企業の年間80％前後とい

う離職率の高さは言うまでもなく，大企業でも年聞40％以上の決して低い

とはいえない離職率とも合わせて考えると，80年代前半は，大企業でも長

期勤続によってキャリアを積み上げた労働者は少なく，内部労働市場の形

成はきわめて微弱であったと思われる。勤続年数の短い未熟練・半熟練労

働者の場合，大企業・中小企業間の労働移動を活発に行い，単一労働市場

を成していたといえよう6）。

　ところが，三低景気とそれにともなう労働力不足の始まった1986年では，

中小企業では相変わらず短期勤続者が60％前後を占める右下がりの曲線を

描いているが，V規模の大企業のみ勤続5～9年で32．2％ともっとも大き

な山をつくっている。さらに注目すべきは，勤続10年以上の中堅労働者が

中小企業では7％にも満たないのに対し，大企業では約14％とわずか4年

の間にその構成比を2倍にも増大させ，労働力不足に対応した労働力の企

業内養成7）が着実に進展していることを示唆する。

　労働者大闘争を経た1990年を見ると，上の傾向はさらに顕著となり，中

小企業は，III規模の中企業で若干勤続年数の伸びが認められるが，短期勤

続者の比重の大きい右下がりの労働力構成は変わらない。1規模の小企業

においてはむしろ，勤続2年以下の労働者が76％と大幅に拡大し，労働者

が企業に居着かない，労働力移動の激しさを物語っている。前述したよう

に，大企業と中小企業の賃金格差が大きく拡がった大闘争以降90年代に入

6）前掲拙稿「韓国における労働市場構造の変化」を参照のこと。

7）1980年代後半からの労働力不足状況に対して，大企業，とりわけ財閥企業では熟練

　労働力の企業内養成を本格化することで対応しようとした。（前掲拙稿「韓国における

　労働市場構造の変化」pp．66－70）
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るまでのこの時期，V規模の大企業では勤続10年以上の中堅労働者が24．2

％とさらにその構成比率を高め，勤続5～9年労働者の24．7％とならんで，

労働力のもっとも大きな構成比を占めるまでになっている。大企業におけ

る企業別労働組合運動の強力な展開に規定されて，大企業の中小企業に対

する賃金などの労働条件における圧倒的優位を背景に，この期間，大企業

では急速に内部労働市場の形成が進行しているといえよう。

　空前の労働力不足によって中小企業の賃金が上昇し，大企業との差が縮

まった1990年代前半の94年には，III規模の中企業で，短期勤続者の比率は

37．7％と依然として高いものの，労働者の企業への定着性が大きく高まっ

ている。すなわち，勤続5～9年の労働者が26．0％とピークに達している

だけでなく，勤続10年以上の中堅労働者が90年の10％台から94年には一気

に21．5％に倍増している。他方，これにも増してV規模の大企業における

長期勤続化の傾向は急速に強まり，勤続2年以下の労働者の比率がついに

20％を切る一方で，勤続10年以上の労働者が37．4％と13ポイント以上も比

率を高め，大企業労働者の中核部分を占めるまでにいたっている。これは，

節をあらためて詳述するが，90年代以降，強力な労働運動に対抗する形で，

大企業において経営主導で展開された新経営戦略によって，労働者が内部

労働市場を通して企業に包摂されていったことを意味する。したがって，

90年代前半の賃金格差の縮小だけをとってみれば，70年代から80年代初め

までの大企業と中小企業間の垣根の低い単一労働市場と似た様相を示して

いる。しかし，実際には逆に，中企業でも内部労働市場形成の兆候が見ら

れるとともに，大企業では経営戦略の一環として内部労働市場化が意識的

に推し進められ，結果的に労働市場の分断化が一層深化する方向に向かう

のである。また，このような絶え間ない内部労働市場化の急進展が，不足

労働力の企業内養成を進め，大企業の労働力不足状況を大きく緩和させて

きたのである。

　しかし，1997年に不況期に入ると，雇用状況は労働力不足から急激に労

働力過剰に逆転していく。これを受けて，1規模小企業の労働市場の流動
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＜表7＞製造業生産労働者の規模別離職率の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％／月）

1規模 II規模 III規模 w規模 V規模
10～29人 30～99人 100～299人 300～499人 500人以上

1987 7．4 62 5．5 4．5 3．8

1988 7．7 7．9 6．6 4．4 3．0

1989 6．6 6．8 5．1 3．6 2．6

1990 6．9 6．5 5．1 3．8 2．7

1991 6．2 6．1 4．8 3．6 3．0

1992 6．0 5．7 4．7 4．1 3．1

1993 5．4 5．4 4．6 3．3 2．7

1994 4．8 4．9 3．9 2．9 2．1

1995 4．4 4．6 3．6 3．0 2．0

1996 4．9 4．6 3．3 2．9 1．8

1997 4．5 4．1 3．3 2．6 1．8

1998 4．1 3．8 3．1 2．4 1．8

出所）韓国労動部『・耀上暑薯刃1至入樟ヱ刈』各年版12月より作成。

性が高いのに変わりはないが，III規模の中企業においても再び短期勤続者

の比率が40．7％と若干の高まりを見せる一方で，勤続10年以上の中堅労働

者の比率は21．0％とほとんど変化がなく，労働者の定着・長期勤続化の傾

向は停滞してしまった。これに対し，V規模の大企業では勤続10年以上の

中堅労働者がさらに増大し，44．5％と半数近くを占めるようになり，〈図1＞

では，ひとり右上がりのグラフを描き，ますます中小企業との対照性を際

立たせている。

　こうして労働者大闘争以降，大企業における内部労働市場形成の急速な

進展とともに，労働力の流動性の高い中小企業労働市場と，高賃金・安定

雇用と特徴づけられる大企業労働市場の分断が深まっていった。このこと

は，製造業生産労働者の規模別離職率の推移を表した〈表7＞でも確かめ

られる8）。1987年から90年代後半にいたるまで，全体として，離職率は低下

8）製造業生産労働者の規模別離職率の推移は，毎年，韓国労働部「毎月労働統計調査

報告書』の12月号に掲げられているが，1993年より同報告書では，男女別の規模別離

職率を公表しなくなった。だから，〈表7＞では本来男子生産労働者の規模別離職率を

示さなければならないところであるが，男女計のそれを表した。故に，男子生産労働

者の離職率はこれより低いはずである。
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していっているが，1規模の小企業は90年代後半になっても5％前後の高

い離職率で，単純に年間で計算すると，60％前後が離職したことになる。

III規模の中企業でも90年代半ばで4％近くの離職率を示しており，この数

字は，87年の3．8％から90年代後半までに一気に1．8％にまで離職率を下げ

たV規模の大企業と比べると格段に高い。このように，大企業での離職率

の低さ（＝企業への定着性）のみ目立っている。

IV．大企業における内部労働市場の深化と労働統制の変化

　1987年の労働者大闘争以降，大企業男子生産労働者の労働市場において

急速に内部労働市場が形成されてきたことが，マクロ資料の分析を通じて

明らかにされた。本節では，こうした内部労働市場の形成・深化がなぜ起

こったのか，その内実と意味を探るとともに，それが労働運動や労使関係

にどのような影響を与えたのかについて考察したい。

（1）．平等主義的な労働運動の展開と国家の労働統制の変化

　瞭原の火のごとく韓国全土に拡がった労働者大闘争の圧力によって，韓

国政府はそれまでの国家による権威主義的な労働統制政策を変えることを

余儀…なくされた。すなわち，1987年8月に労使紛糾に対する政府の不介入

方針を発表すると同時に，経営者団体である韓国経営者総協会（以後経総

とする）に，労働法の遵守と正当な労働組合活動の許容，生産性に見合った

賃金の支払いを勧告し，経営側の不当労働行為を積極的に取り締まるとい

う姿勢を見せた9）。

　大企業を中心に企業別に分断された労働組合運動にもかかわらず，この

ように政府と経営者から大きな譲歩を引き出すような強力な労働運動を展

開できたのは，当時の高成長・低失業という労働運動に有利な条件があっ

g）を薯モ（1ggg）「竜号上子刈刈到遭喜｝斗層列￥｝妊OjL子，1987～97（韓国労働体制

の転換過程に関する研究1987・一一・97）」ソウル大学校社会学科博士学位論文，p98
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ただけでなく，労働者の同質性が高かったことが挙げられる1°）。先に見たよ

うに，1987年以降，90年代にはいるまで大企業において労働者の長期勤続

化が急速に進んだとはいえ，90年で勤続10年以上の労働者はまだ全体の4

分の1にも満たず，勤続期間の短い未熟練・半熟練労働者が大部分であっ

た。また，こうした生産労働者を中心に労働組合が組織され，組合の代議

員や幹部も皆，役付工ではなく平労働者であった。このような労働組合員

の同質性の高さによって，賃金などの労働条件改善を要求するに際しても，

組合員全体の賃金水準を底上げするところに主眼が置かれ，賃金の定率引

き上げより定額引き上げが指向されるなど，平等主義的で集団主義的な性

格が労働運動に刻みつけられた11）。これによって，労働者間の水平的な団結

力が強化され，個別企業においては労働組合が現場統制力を掌握し，政府

の労働政策にも大きな影響を及ぼしうるようになった。

　労働組合の力が現場において強くなり，職長など現場監督者を通じた経

営側のコントロールが貫徹されなくなるにいたって，経営者と政府は新た

な労働統制政策によって形勢の逆転を狙った。ここではまず，国家による

労働統制政策の変化について検討したい。

　いったん譲歩を余儀なくされ，労使紛糾への不介入方針をとっていた政

府は，早くも1989年にはそれを撤回し，大規模な労使紛糾に対しては軍隊

などの物理的な公権力の投入をもって臨んだ。しかし，一度民主的な労働

慣行や成果が定着したところでは，開発年代の権威主義的な労働統制体制

への回帰は不可能であり，新たな労働統制の装置を考案せざるを得なかっ

た。特に最初の文民政権である金泳三政権の労働統制策は，イデオロギー

的方法と雇用の柔軟性を高めるための法的装置の整備という二つに分けら

れる。

　前者は，韓国経済の国際競争力を高めることは至上の課題であり，高費

10）層δ1ミ｝（1992）「刈王唱川ギーと．号ス1看到電糾斜上神毛刈（製造業内部労働市場の変

　化と労使関係）」ソウル大学校社会学科博士学位論文，p244

11）同上論文，pp244－245
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用・低効率を代表する賃金上昇と低い労働生産性は清算されなければなら

ないという，政府と経営側による大キャンペーンである。国家経済が厳し

い時に強硬に賃金引き上げ要求を行うのは，経済利己主義であるというイ

デオロギー攻撃を受け，労働側は圧倒された。こうした社会的雰囲気の中

で，1993年4月1日にナショナルセンターである韓国労働組合総連盟（以

後，労総とする）と経営者団体である経総との問で，1993年度の賃金引き

上げ率を4．9～8．7％以内に抑えるという社会的合意が結ばれた。これは，

経営側主導の労使協調主義に道を開く出来事であった。

　また，雇用の柔軟性を高める法律制定の試みは，すでに1991年の労働法

改正作業時から始まっていた。つまり，急迫した経営上の必要が生じた場

合，整理解雇を行ってもよいとする整理解雇制，変形勤労時間制，そして

労働者派遣制の制度化は，「IMF経済危機」を直接の原因として98年に実現

するが，労働力利用の柔軟性を極力高めようとする経営側の新経営戦略を

法律的，制度的に補完するために，90年代初めから着々と準備されてきた

のである。

（2）．企業による新経営戦略

　強力な労働運動の下，賃金をはじめとする労務費用の急上昇だけでなく，

生産現場における統制力が労働組合の手に渡るという事態に直面して，経

営側は，経営主導の協調的労使関係を作り出す必要に迫られた。同時に，

品質管理能力を高め，国際競争力を強化するという課題にも応えるため，

1990年代の初めから大企業を中心に新経営戦略といわれる経営革新運動が

展開された12）。

　新経営戦略の根幹をなすのは，労働者を個別に企業に包摂し，より柔軟

に管理・統制することで，労働力を効率的に利用しようとする新しい労務

12）1994年現在，こうした経営革新運動は，300大企業のうち85．1％で推進中で，30大財

　閥のすべてで行われていたという。（司司暑（1994）「碧噌司組金暑斗上暑暑刈（経営革

　新運動と労働統制）」噌甘土暑金暑q子至『型碧（§組舜コ｝土等至噌到司音　（新経営戦

　略と労働組合の対応）』p．7．）
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管理戦略である。ここでは，当時，韓国第3位の自動車メーカーA社の新

経営戦略とその影響について，1996年に行われた調査結果13）を援用しつつ，

新経営戦略によって深化された内部労働市場が労使関係や労働運動にどの

ような影響を与えたのかについて論じたい。A自動車は，1987年以降経常

収支が赤字に反転し，その結果，負債の累積・金融費用の急増で，91年下

半期より深刻な経営危機に陥った。こうした状況を打開するため，92年か

らナック（NAC：New　Automotive－industry　Concept）挑戦運動という

経営革新運動を展開してきた。

　労働者を個別的に企業に包摂する方法として，作業組織を職場単位に分

割し細密な作業管理を行うことと，能力主義的人事管理があげられる。

　前者は，作業組織を細かく分割すると同時に，職長，あるいは組長とい

った現場監督者の権限を強化することによって，現場監督者が労働者に個

別に密着して管理する体制である。労働者大闘争を経て，現場の統制力が

組合側に移り，現場監督者排斥の雰囲気が高まる中で，経営側は，職長に

人事考課権を付与したり，職級体系を整備し現場監督者の数を増やして，

彼らの権限や管理能力を強化した。

　A自動車では，作業組織の単位である職場ごとに，職長を中心にハンマ

ウム（選叫書）生産会議を組織し，現場改善活動の活性化を図った。ハンマ

ウム生産会議の主要内容の一つは改善に対する提案活動だが，人事考課と

連結させることで一般労働者の提案活動への積極的な参加を誘導し，現場

に対する経営側の管理を強めようとした14）。また，A自動車では，元々技能

工20人以上で編成されていた職場を10～12人に改編するとともに，各職場

ごとに1人選ばれていた組長を2人に増やし，現場労働者に対し密度の高

い管理ができるようにした。これによって，1989～90年に職長，組長合わ

13）本調査は，設問調査と面接調査からなり，1996年5月29日から6月1日にかけて行

　われた。設問調査は全組合員の20％に当たる1712人に対して行い，回収率は52．8％，

　go4人であった。　Aス｝暑叫土暑王脅，く｝号と暑゜1薯噌調q子至（1996）「Aスト暑斗翌碧

　噌奄叫州叫喜起土早層刈斗上暑王曽到τ刊号（A自動車の新経営戦略にともなう新労
　務政策と労働組合の対応）』。

14）同上書，p67
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せて300人余りしかいなかったのが，95年には各々839人，1，350人に大きく

増加し，昇進の機会を拡げ，労働者間の競争を誘発した15）。さらには，全生

産労働者8，000人のうち，4分の1が職長，組長ということになり，87年当

時はほとんど平労働者で占められていた労働組合の中で，経営側の意を体

した職・組長層が一つの勢力を構成するようになった。これで経営側は，

生産過程に対する統制力を回復すると同時に，労働組合に対して一定の影

響力をも行使できるようになった16）。こうして，80年代後半にはもっとも戦

闘的な労働組合の一つとしてその団結力を誇ったA自動車労組も，労働者

の企業への分割・包摂戦略ともいうべき新経営戦略によって組織力を弱め

ていった。

　新経営戦略は，能力主義的な人事管理によって，企業が必要とし，企業

に適応する人材を徹底的に選抜し，養成する体制でもある。つまり，職務

分析とそれを基にした作業の標準化によって，職務遂行能力を客観的に評

価する基準を設計し，この基準と賃金体系，昇進体系あるいは職業訓練プ

ログラムを結びつけ，企業の技術体系・位階に適合した熟練を有する，中

核的労働者層を分厚く形成しようとするものである。これは結局，細分化

され分断された労働者の企業への包摂と，内部労働市場の深化へとつなが

る。

　A自動車では，1996年現在，客観的な職務分析や作業の標準化はまだ不

十分であるが，職業訓練ともいえる体系的な職務循環を通じた労働者の多

能工化が目指されている。すなわち，体系的に職務循環を行うことによっ

て，多様な工程の作業ができる労働者のプールをつくり，職場内，ライン

内に労働力の過不足が生じても，必要人員を増やすことなく労働者を移動

させるだけで対応し，労働力利用の柔軟性を高めようとしたのである。し

かし現段階では，逆に不良率が高まり，品質管理を強調する会社の立場で

は，職務循環を積極的に推進できない状況である17）。ごく一部で，品質管理

15）同上書，p127

16）同上書，p151
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と欠員管理体系の強化を目指し，プールマン（pool　man）制度が導入されて

いる。つまり，各職場で中古参以上の組長級の労働者がプールマンとして，

技能工100人に対し約7人の割合で，欠員を埋める作業の他に修正作業も行

うというものである18）。ともあれ，能力主義的人事管理や労働力利用の柔軟

性を高める多能工化は，A自動車では着手されたばかりのようである。だ

が，先にも見たように，職・組長層を中心に，作業に対する全般的な知識

を持つと同時に，管理労働も行いうるような中核的労働者の養成という会

社の方向性は明確に見てとれる。

　こうした企業による個別的，能力主義的労務管理戦略は，労働者同士の

競争を激化させ，その結果，労働強度を高めることになる。A自動車の時

間当たり生産台数の推移で労働密度の変化を追ってみると，1990年に32台／

1hourだったのが94年には60台／1hourになり，4年間で約2倍になってい

る。さらに，人員が同期間23％減少しているので，事実上，労働者一人当

たりの作業量の増加は2倍以上と考えてよい19）。

　このように個別に分割され，常に労働強度強化の可能性にさらされてい

る労働者を，精神的に企業に結びつけ，企業との一体感を醸成していくの

が企業文化戦略である。儀礼，儀試や標語的なものにはじまり，労務管理

戦略までをも含めて，企業内の構成員の間に共通の価値観，態度，感情，

行動様式などを植え付け，労働者が自ら進んで企業体制内に取り込まれる

ようにする仕組みをもって企業の新経営戦略は完成される。

　ところで，新経営戦略の眼目は，より臨機応変に市場の需要に対応でき

るような柔軟な労働力の利用方式にある。このためには，労働強度を高め

たり，多様な工程作業のできる多能工の養成だけでは不十分で，市場の需

要変化に応じて雇用水準自体を調節しうる数量的柔軟性も同時に追求され

なければならない。まさにこの装置が，非正規労働者の採用である。

17）同上書，p99

18）同上書，pp．100－101

19）同上書，pp．65－66
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〈表8＞A自動車従業員の現況
（単位：人）

1992 1993 1994 1995

　　役員

　　事務職一　一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

　　生産職（常用）

　　非正規職
　　その他一曽一幽幽一一一一一一一一一一一一一一一一一一

　　合計

　　　　　　　40

　　　　5，844－　一一一一一一一一　一一一一一一　一一

　　　　9，943

　　　　　　512

　　　　　　247－一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

　　　16，586

　　　　　　　46

　　　　3，588－　　一一一一　一一一一一一一一一一一一

　　　10，472

　　　　　　612

　　　　　　　59一一一一一一辱一一一F一一一臼幣幣一隔”

　　　14，786

　　　　　　　54

　　　　4，052－一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

　　　10，447

　　　　　　755

　　　　　　　82，需一囲謄魑曽曽一曽一一一一一一一一一一

　　　15，390

　　　　　　103

　　　　4，786－一一一一一一一一一一辱一謄響臨酬隔圏一圏

　　　10，878

　　　　1，162

　　　　　　161－一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

　　　17，090

出所）Aス樗ヌD〔暑至脅，妊…Fと暑゜1忌奄和q辛歪（1996）

　　『剛辛ス｝暑ヌト杢1な碧石脅。1｝叫喜亙上早碧刈斗土暑王脅到dl－9一』PP．95－

　　96より作成。

　再びA自動車の例を見てみよう。A自動車の生産規模は，1992年17万9，

020台から95年には45万4，353台へと急激に増大している2°）。しかし，A自動

車の従業員の現況を示した〈表8＞によれば，生産職常用労働者数は，92

年9，943人から95年10，878人へと，わずかに9．4％増えただけである。これ

に対し，非正規労働者数は，同期間512人から1，162人へと2倍以上にも増

えている。A自動車が多能工化を目指して鋭意養成している中核労働者は，

核心的主作業ラインに従事するのに対し，非正規労働者はサブラインやそ

の他の雑務に配置されている21）。このように，A自動車では，生産規模の拡

大にともない，周辺的工程で非正規労働者を用いることによって，雇用の

調節弁としているのである。逆に，非正規労働者は，景気が悪化した時の

雇用の調節弁ともなりうる。業界第1位のB自動車では，「IMF経済危機」

に先立つ96年には非正規労働者が4千余人いたと推定されるが，経済危機

の始まった97年末現在には，3，486人となり，約500人余りが削減された。

さらに，危機が本格化した98年3月には，1，764人とわずか3ヶ月で急激な

減少を見22），明らかに非正規労働者が整理解雇が始まる前に真っ先に雇用

調整の対象とされたことがわかる。

20）同上書，p95

21）同上書，p96

22）全国金属産業連盟内部資料。
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　以上のように，1990年代初めより大企業を中心に導入されてきた新経営

戦略は，87年の労働者大闘争以来，生産労働者の高い同質性という基礎の

上に成り立つ，韓国の労働運動の平等主義的，集団主義的団結力を急激に

弱化させた。それは，正規労働者である中核労働者が，個々別々に分割さ

れ内部労働市場という形を取って大企業に取り込まれていく過程でもあっ

た。同時に，労働力の数量的柔軟性を高めようとする経営側の動きに即し

て，非正規労働者が周辺労働者として急速に形成され，労働者内部の階層

化，異質化が一層進展したのである。故に，先にマクロ資料で確認した，

大企業における内部労働市場の深化と，多様な雇用形態の労働者の増大は，

一つの現象の表と裏を成し，両者は不可分の関係にあるといえよう。企業

の経営方針は，今後ますます労働力の柔軟性を高める方向に向かい，それ

によって中核労働者の縮小，中小企業労働者も含めた周辺労働者23）の拡大

という傾向はさらに強まるであろう。政府は，法的，行政的装置を駆使し

て，経営側の利害を側面からずっと保護してきた。こうした流れの中で，

分裂を極め，団結力の著しく弱まった，企業別労働組合運動の枠組みをも

ってしては，国家と資本によって導かれた労働市場の柔軟化戦略には抗し

きれないのは自明である。後節では，経済危機をむかえて，労働運動に有

利な条件が消滅したとたん，なだれをうって労働市場が柔軟化する様相を

明らかにする。

V．［MF経済危機」と労働市場の柔軟化（1997年12月以降）

　1997年12月にIMFの緊急融資を受けることになった韓国政府は，労働市

場の柔軟化を含むIMFのコンディショナリティーも同時に受け入れざる

を得なかった。労働者の生活や雇用条件を絶対的に悪化させる政策を，社

23）1990年代半ば，中小企業，特に中企業でも労働者の長期勤続化の兆しが見られたが，

　「IMF経済危機」によって，その流れは頓挫し，中小企業労働者の多くが再び低賃金・

　不安定就労と特徴づけられるようになったのは，前で考察した通りである。
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会的な混乱を避けつつ労働者に認めさせ，労使政協力体制を構築するため，

金大中政権は，1998年初めに「労使政委員会」を発足させ，「社会的合意」

を導き出そうとした。第一期労使政委員会の本委員会は，「経済危機克服の

ための労使政間の公正な苦痛分担」を目的として，労総と，全国民主労働

組合総連盟（以後「民主労総」とする）の両ナショナルセンターの委員長，

経済団体代表，財政経済部長官，労働部長官，三党の国会議員，合わせて

11人によって構成された。

　しかし，労使政委員会で結ばれた，1998年2月6日「経済危機克服のた

めの社会協約」では，97年3月13日に労働法が再改定された際，2年の施

行猶予が付された整理解雇制が即時導入されることになり，また，勤労者

派遣制度の大幅規制緩和が決まった。すでに97年労働法で新設されている

変形勤労時間制と合わせて，これらの制度は，労働市場の柔軟性を極端に

高めることとなった。ことに，整理解雇制については，労働者の解雇に際

して使用者に次のような要件が義務づけられた。つまり，①経営上の急迫

した必要によって，はじめて勤労者を解雇できる（この場合の急迫した必要

には，経営の危機を避けるための事業の譲渡や合併も含まれる。）。②解雇

を避けるための努力。③合理的で公正な解雇の基準とこれに即した対象者

の選定。④60日前に勤労者代表である労働組合に解雇回避方法と解雇者選

定基準を通知し，誠実な協議をしなければならない，というものであった。

だが，中央労働委員会によれば，98年から99年8月末までに行われた整理

解雇のうち42．8％が不当解雇であったと報告されている24）。

　このような圧倒的に不利な「社会的な合意」に対する反対給付を，労働

側は何ら受け取れなかったといっても過言ではない。1998年6月3日に発

足した第二期労使政委員会においても，長年の労働基本権に関する懸案で

あった団体交渉時における第三者介入の禁止条項が削除されなかったばか

りか，一旦合意を見た失業者の労組加入権保障の立法化が国会で保留され

た。後述するように，失業者が急増する中，失業者や非正規労働者の組織

24）『朝鮮日報』1999年10月7日。
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化は労働運動の成否を左右するもっとも重要な問題として浮上してくる。

結局，わずかに，教員労組の結成が保障されたに過ぎない。

　こうして，それまでの高成長・低失業及び労働力の慢性的不足という，

労働組合運動にとっての有利な条件が，経済危機に直面して低成長・高失

業という圧倒的に不利な条件へと逆転した。この結果，経営側に有利な，

労働市場の柔軟性を高める「社会的な合意」が結ばれたといえよう。

　経済危機とIMFのコンディショナリティーを受け入れたことで，韓国の

失業者数及び失業率は，1997年11月の2．6％，55万6千人から98年7月には

7．6％，165万1千人に急増し，99年の2月には8．6％，178万1千人にまで達

している25）。

　また，非農業全産業の名目賃金総額及びその前年度比増減率は，1997年

がそれぞれ146万3千ウォン，7．0％増なのに対し，98年には142万7千ウォ

ン，2．7％減となっている。さらに，実質賃金総額及びその前年度比増減率

は，97年にそれぞれ133万5千ウォン，2．4％増なのに対し，98年には名目

賃金にも増して大きく減少し，121万1千ウォン，9．3％減で，「IMF経済危

機」以降の大幅な賃金の引き下げを示している26）。

　「IMF経済危機」による失業者の増大と賃金の引き下げは，〈表9＞の1997

年以降の企業の雇用調整方法の変化からも裏付けられる。これによれば，

「IMF経済危機」以前までは，雇用調整を行った企業は全体の3分の1に

も満たないのに対し，97年の12月以降雇用調整を行う企業が急激に増え，

98年の4月から10月の間には，85．6％と大部分の企業が雇用調整を行って

いる。さらに特徴的なことは，時間が経つにつれ雇用調整の方法が，勤労

時間調整から，非正規労働者の削減，名誉（希望）退職や整理解雇などの人

員数調整と賃金削減の方へ急速にシフトしていることである。このように，

企業の倒産だけでなく，整理解雇などによる失業の急増と，賃金の引き下

げは労働者の生活を厳しく圧迫していることは言うを待たない。都市勤労

25）韓国統計庁（1999）『99UL　9｛ヱ喜暑聾（99年9月雇用動向）』。

26）韓国労動研究院（1999）「’99KLI土暑筈洲（’99KLI労働統計）』pp．37－38
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〈表9＞雇用調整の実施現況（複数回答）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：企業体数，％）

1998年3月調査 1998年10月調査

97．1～11 97．12 98．4～10
重点方策2）

（1順位）
加重値

勤労時間調整 60（20．0） 110（36．7） 199（56．1） 47（15．5） 136

・ 残業時間の短縮 18（6．0） 52（17．3） 82（23．1） 14（4．6） 34

・ 所定勤労時間の短縮 4（1．3） 13（4．3） 22（6．2） 2（0．7） 5

・各週休務等の休日の増加 27（9．0） 29（9。7） 58（16．3） 5（1．6） 16

・ 年次休暇をとるよう勧奨 41（13．7） 94（31．3） 169（47．6） 21（6．9） 69

・一時休業 4（1．3） 8（2．7） 26（7．3） 4（1．3） 9

・一時休職制の実施 『
3（1．0） 16（4．5） 1（0．3） 3

人員数調整 59（19．7） 131（43．7） 247（69．6） 124（40．8） 322

・ 正規職を非正規職で代替 7（2．3） 15（5．0） 56（15．8） 3（1．0） 14

・ 採用凍結または縮小 45（15．0） 116（38．7） 199（56．1） 60（19．7） 153

・ 名誉（希望）退職実施 17（5．7） 24（8．0） 83（23．4） 38（12．5） 92

・非正規職の削減 11（3．7） 38（12．7） 62（17．5） 4（1．3） 13

・ 整理解雇の実施 21（7．0） 52（17．3） 87（24．5） 19（6．3） 50

技能的調整 38（12．7） 73（24．3） 106（29．9） 4（1．3） 28

・ 社内及び社外教育訓練 5（1．7） 12（4．0） 32（9．0） 一
4

・配置転換実施 31（10．3） 60（20．0） 83（23．4） 3（1．0） 18

・ 社外派遣（出向） 1（0．3） 2（0．7） 11（3．1） 1（0．3） 2

・ 系列社・関係社へ転出 7（2．3） 13（4．3） 31（8。7） 一
4

企業組織の再構築 18（6．0） 34（11．3） 109（30．7） 18（5．9） 48

・ 下請や外注加工の拡大 6（2．0） 9（3．0） 41（11．5） 4（1．3） 10

・ 事業場の閉鎖或いは海外移転 3（1．0） 6（2．0） 32（9．0） 4（1．3） 11

・企業買収・合併 1（0．3）
一 19（5．4） 1（0．3） 5

・ 事業音曙（生産ライン）の縮小 9（3．0） 21（7．0） 57（16．1） 8（2．6） 19

・ 分社の実施 3（1．0） 4（1．3） 23（6．5） 1（0．3） 3

賃金調整 32（10．7） 116（38．7） 280（78．9） 111（36．5） 346

・ 賃金引き上げ凍結 20（6．7） 75（25．0） 217（61．1） 57（18．8） 152

・ 賞与削減等による賃金削減 18（6．0） 86（28．7） 205（57．7） 49（16．1） 163

・ 賃金体系の改編 1（0．3） 10（3．3） 42（11．8） 3（1．0） 11

・その他労働費用の削減1） 168（47．3） 2（0．7） 20

雇用調整実施事業体数 97（32．3） 181（60，3） 304（85．6）

調査対象業体数 300（100．0） 355（100．0）

注1）1998年10月の調査時に追加された調査項目
　2）雇用調整実施方法の中でもっとも重点的に実施した方法を上位3番目まで
　　回答してもらい、重点方法のうちもっとも重点を置いたと回答した項目を合
　　算したもの。また加重値は、1位は3点、2位は2点、3位は1点を加えて
　　合算したもの。
出所）労働研究院『♀司叫叫71唱到ヱ甚王石盈司　一1998唱苛魁7閣翌司至
　　λ｝暑秀忍立呈．一（我が国企業の雇用調整の実態（III）－1998年下半期の実態

　　調査を中心に一）』
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〈表10＞従業員規模別従業員数増減企業分布

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：企業体数，％）

全　体 従業員数増加企業 従業員数同一企業 従業員数減少企業

全　体 348（100．0） 51（14．7） 12（3．4） 285（81．9）

100人未満

100～299人

300～499人

500～999人

1000人以上

88

86

44

43

87

16（18．2）

16（18．6）

6（13．6）

4（9．3）

9（10．3）

6（6．8）

5（5．8）

1（2．3）

0（0．0）

0（0．0）

66（75．0）

65（75．6）

37（84．1）

39（90．7）

78（89．7）

注1）従業員の増減は1997年12月末と比べた1998年の10月末現在である。

　2）企業規模区分は1997年12月末を基準にしている。

出所）〈表9＞と同じ。

者世帯の平均消費支出は，97年145万4千ウォンから98年129万8千ウォン

へと，－10．7％もの大幅な消費の縮小を見せている27）。また，労総と民主労

総が算出した，98年の都市勤労者4人家族の標準生計費は，それぞれ245万

7千ウォンと277万6千ウォンとなっており，名目賃金総額はこれに遠く及

ばない28）。

　こうした「IMF経済危機」による雇用調整は，韓国の労働市場の構造を

大きく変えた。〈表10＞からもわかるように，中小企業よりも大企業で従業

員数がもっとも減っており，高賃金・安定雇用を特徴とした大企業の中核

労働者部分が，整理解雇などによって蚕食されはじめ，その抜けた穴を非

正規労働者で置き換えていくことで（〈表9＞参照），周辺部労働者が新た

に分厚く形成されたのである。1999年に入って，韓国経済は再び活況を取

り戻しつつあり，99年2月には8．6％まで上昇した失業率も下落し続け，9

月には4．8％にまで低下した29）。しかし，韓国統計庁の99年9月の発表によ

れば，賃金労働者の中で常用労働者の比率が持続的に縮小して46．9％と半

分以下になったのとは裏腹に，臨時職，日雇い労働者といった非正規労働

者の比率が53．1％をも占め，非正規労働者の増大が失業率の低下をもたら

27）同上書，p．134

28）同上書，pp．136－138

29）韓国統計庁（1999）『99埴 9翅ヱ｛ト暑脅　（99年9月雇用動向）』。
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したと言える3°）。すなわち，「IMF経済危機」を経て，韓国の労働市場は，

世界でも類を見ない「柔軟な」構造を有するようになったと言えよう。

　こうして，従来の大企業の正規労働者を中核労働者とする労働市場構造

の崩壊によって，労働組合の組織率が急激に低下し，韓国の労働運動は弱

体化の一途をたどっている。1987年の労働者大闘争以降，89年に19．8％と

ピークを記録した後，労働組合組織率は継続的に低下しており，最近にな

って10％をも切る勢いである。これは，まさに労働組合に加入する資格を

与えられていない非正規労働者の増大によるところが大きい。

　このような労働運動の危機的な状況に直面して，民主労総では正規労働

者を中心とする企業別労組体制から，中小・零細業体及び非正規職労働者，

失業者をも網羅し，組織化する産業別労組に組織形態を転換することを指

向し始めている。これにともなって運動形態も，個別事業主を相手とした

賃金引き上げ重視型の交渉形態から，政府と使用者団体を相手とした中央

交渉・産別交渉による，社会改革・雇用重視型に転換しようとしている。

労使政委員会への参加もそうした中央交渉のチャンネルの一つとして考え

られるが，上のような不利な条件の下で，ナショナル・センターの統制力

が弱まり，現場労働者と民主労総の緊密な連携関係に亀裂が深まり，労働

組合側の苦戦と後退は否めない。

　結論的に言って，労働者が個別に企業に深く包摂されながらも，1987年

以降徐々に発展してきた韓国の労働運動は，「IMF経済危機」によって壊滅

的打撃を受けた。強力な労働運動が不在の状況下で，労働市場の極端な柔

軟化が急速に進展し，労働者の生存権までもが脅かされているのが現状で

ある。

30）同上。


